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〔 特集　2025年公正取引委員会の課題 〕
経済取引局の本年の課題 岩成　博夫 8

取引部の本年の課題 真渕　 博  10

取引適正化に向けての本年の課題 向井　康二 12

審査局の本年の課題 大胡　 勝  14

競争政策の国際的展望 深町　正徳 16

競争政策研究センターの活動と課題 松島　法明 18

公正取引委員会に期待すること 武田　邦宣 20

公正取引委員会に期待すること 長澤　哲也 22

消費者庁に期待すること 後藤　巻則 24

消費者法制度のパラダイムシフトについての検討状況等  
　～消費者委員会消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会の中間整理を中心に～  
 近藤　 怜 / 伊吹　健人 / 森貞　涼介 / 熊谷　優雅 26
消費者委員会消費者法制度のパラダイムシフトに関する専門調査会が令和6年10月17日に標記検
討状況等について消費者委員会及び消費者庁担当官による概要紹介

生成AIに関する実態調査について 久保田卓哉 / 織田　佳哲 / 太田　誉康 32
公正取引委員会が令和6年10月2日に公表した標記実態調査について担当企画官ほかによる概要
紹介及び解説

G7競争サミットの開催結果について 原山　康彦 / 富永　雄一 / 橋本なつみ 39
令和6年10月3日及び4日、イタリアにおいて、イタリア競争・市場保護委員会の主催により開催
された標記サミットについて公正取引委員会担当企画官ほかによる概要紹介

日米独禁協力協定25周年記念会合について 髙橋　理人 / 土平　峰久 43
令和6年9月10日に行われた標記会合について概要紹介のほか、協力協定の意義やこれまでの成果
をごく簡単にまとめた在米日本国大使館及び公正取引委員会担当官による論考

日米独禁当局間の協力関係の意義  
　─日米独禁当局定期協議からの流れを振り返って─ 上杉　秋則 46
日米独禁当局協力協定締結25周年を迎えて、昭和53年の日米独禁当局定期協議のスタート以降
に筆者が経験した流れを振り返った論考

情報交換と独占禁止法 土佐　和生 53
違反事例や相談事例、公正取引委員会の各種報告書等を参考に、独立した複数事業者間での情報
交換についてどのような判断枠組が採用されているか等を概観した論考

 公正取引委員会委員長　古谷　一之  3
 消費者庁長官　新井ゆたか  6年 頭 所 感
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【連載講座】
独 占禁止法事案を解きほぐす～司法試験問題を題材に  
─第9回　平成27年第1問─ 笠原　 宏  59

【独占禁止法事件解説】
日 本年金機構が発注するデータプリントサービスの入札等の参加業者に対する排除措置命令
及び課徴金納付命令等について 宮本　信彦 65
公正取引委員会が令和4年3月3日に排除措置命令及び課徴金納付命令等を行った事件の公正取引
委員会審査研究官による解説

【下請法事件解説】  
ナイス株式会社に対する勧告について 藤谷　義秀 / 多田　 修 / 大脇　麻季 73
公正取引委員会が令和6年10月23日に下請法違反（下請代金の減額）で勧告を行った事件の担当
室長ほかによる解説

【景品表示法事件解説】
エ アガン用BB弾の販売事業者5社に対する景品表示法に基づく措置命令及び課徴金納付命
令について 大畑　駿介 76
消費者庁が景品表示法違反（優良誤認表示）で5社に対して措置命令（令和4年12月19日、同月20
日及び同月21日）及び1社に対して課徴金納付命令（令和6年2月22日）を行った事件の担当官解説

【国内だより】
第1回全国法学部経済法研究フォーラムを開催して 宍戸　 聖  80

宮澤健一記念賞　受賞の辞 大西　 健  82

宮澤健一記念賞　受賞の辞 若森　直樹 83

【書評】
向宣明=南部利之　著『独占禁止法　ビジネスに活かす事案からの教訓』 幕田　英雄 84

【記者の目】
読者からの手紙 菊池喬之介 85

【海外だより】
バークレーでの渡世術 川出　雄司 86

◯公取委の動き  87　 ◯海外競争政策の動き  89　 ◯独占禁止法関係文献月報  96　  ◯公正取引協会のページ  97


